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ウェブマーケティングとネット広告
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河野 哲●株式会社電通　インタラクティブ・コミュニケーション局

インターネット広告費は1,183億円、モバイル広告は100億円
家庭ではネットとテレビの「ダブルスクリーン」が定着

株式会社電通が2004年2月に発表した「平成15年（2003

年）日本の広告費」によると、昨年2003年（1〜12月）の

日本の総広告費（電通推定）は5兆6,841億円、前年比

99.7％であった。2000年をピークに、その後3年連続の減少

となっているが、2003年後半（7〜12月）のみを取り出して

みると、ブロードバンド（高速大容量）通信やデジタル家電

が牽引して前年同期比101.5％と増加に転じている。

媒体別にみると、構成比の高い「テレビ広告費」（前年比

100.7％）が3年ぶりに増加したが、「新聞広告費」（同

98.1％）などが前年を上回るまでには至らず、「マスコミ四媒

体広告費」（同99.7％）はわずかながら減少した。

こうした中で、インターネット広告費は1,183億円、前年

比140.0％と推定される（資料6-1-6）。史上初めて1,000億円

の大台を突破し、伸び率も前年より高まって、総広告費に占

める構成比が2.1％に上昇した（資料6-1-6）。

ナショナルクライアントが積極的に利用

定額料金体系が基本のブロードバンド接続サービスが普及

し、一般化してきたことにより、インターネットは生活者の

メディアとして以前と全く別のものへと進化した。生活者の

メディアミックスの中におけるインターネットが大きく変化し

た結果、これまで四マスメディア（新聞、雑誌、ラジオ、テ

レビ）を中心に広告展開を行っていたナショナルクライアン

トが、インターネット広告を、従来のメディアと連動した形

での統合メディア展開の一環として、重要な役割を担うメデ

ィアと位置付けるようになった。電通ではこれを「M×I（マ

スメディアかけるインタラクティブ）キャンペーン手法」と呼

んでいる。特に耐久消費財を中心としたクライアントでは、

インターネットが大規模な販促キャンペーンの要になりつつ

ある。

また、媒体各社でもリッチメディアへの対応が進み、ブロ

ードバンド対応の大容量広告スペースが開発・販売され、表

現力の高度化、サイズの大型化などにより、売り上げを加速

させる要因となっている。

動画CMや検索型の新広告で活性化

今後注目される動向としては、インターネット上でテレビ

コマーシャルや動画広告を流す「ネットCM」、インターネッ

ブロードバンドで急成長する
インターネット広告

トの検索機能に広告手法を組み合わせたSEM（サーチエン

ジンマーケティング）などがある。SEM分野では、検索結果

ページだけではなく関連するコンテンツページにテキスト広告

リンクを表示する新たな手法も注目されている。これら2003

年時点でのインターネット広告費の構成比の詳細は推定でき

ないが、インターネット広告市場を活性化させる要因となる

だろう。

モバイル広告も100億円突破

一方、携帯電話を使ったモバイル広告も順調に推移し、イ

ンターネット広告費のうち100億円を占めるまでになった。ク

ライアントのマスキャンペーンにあわせたタイミングで利用さ

れるようになっている。

背景としては、前年に引き続き携帯IP接続サービスの契約

数が順調に推移し、コミュニケーションツールとして必要不

可欠なメディアに成長したことが挙げられる。モバイル広告

においても、各キャリアの新機種の投入により、接続速度の

高速化と大容量化が進み、バナーのリッチな展開が可能にな

った。特にauの提供するブロードバンド携帯は、NTTドコ

モが提供するFOMAに続き、携帯のブロードバンド化を加速

させる魅力的なサービスとして受け入れられている。各キャ

リアからは、高解像度カメラ付き携帯だけでなく、テレビ付

き、ラジオチューナー付きなど携帯電話としての魅力を高め

るだけでなく、今後の生活者のメディア接触状況を変えてい

くような新機種が続々と投入されている。

家庭のメディアは「ダブルスクリーン」

生活者にとって新たなメディアとして登場したインターネ

ットは、その実験段階を経て、着実な成長段階に入ってきた。

今後はマスメディアとの関係の中でインターネットをどのよう

に捉えていくかが特に鍵となってくるであろう。「ダブルスク

リーン」現象、すなわち、テレビ視聴とパソコンやモバイル

でのインターネット利用が同じ家庭の部屋で同時に行われて

いることなどは、複数のメディアが相互に補完・依存しあう、

新たな生活者のメディア接触状況を生み出している。
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資料6-1-7　媒体別広告費

2003年度のインターネット広告費は1,183億円、うちモバイル広告費は100億円。2001年から2002年に

かけて成長が鈍化していたインターネット広告だが、2003年度は前年比140.0％の高成長となった。ナショナ

ルクライアントがマス広告とインターネットを連動したキャンペーンを展開するケースが増えている。

インターネット広告費は前年比140％の1,183億円
資料6-1-6　インターネット広告費の推移

テレビ広告費は3年ぶりに増加したもの

の、新聞、雑誌、ラジオを合わせた「マ

スコミ四媒体広告費」は3年連続で減少。

総広告費に占めるインターネット広告の

構成比は2.1％に上昇した。2003年に

普及した検索型広告などネットならでは

の広告についての金額はまだ明らかでは

ない。

総広告費に占めるインターネット広告の割合は2.1％
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出所　電通「平成15年（2003年）日本の広告費」

出所　電通「平成15年(2003年)日本の広告費」

新聞  
18.5%

雑誌 
7.1%

ラジオ 
3.2%

テレビ 
34.3%

DM 
5.9%

折込 
8.1%

屋外 
4.6%

交通 
4.2%

SP広告費 
34.1%

2003年 
5兆6,841億円 

マスコミ四媒体広告費 
63.1%

POP　3.0%

電話帳　2.7%

衛星メディア関連広告費 
0.7%

インターネット広告費 
2.1%

展示・映像他　5.6%



http://IWParchives.jp/
mailto:iwp-info@impress.co.jp



